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・地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき、温室効果ガス
を一定量以上排出する者に温室効果ガスの排出量を算定し、 国に報告す
ることを義務付け、国が報告されたデータを集計・公表する制度

・地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき、温室効果ガス
を一定量以上排出する者に温室効果ガスの排出量を算定し、 国に報告す
ることを義務付け、国が報告されたデータを集計・公表する制度

制度の概要制度の概要

国 民 ・ 事 業 者国 民 ・ 事 業 者

・一定の裾きり量以上の温室効果ガスを排出する
事業者等を対象
・産業、業務（公的部門を含む）、運輸部門が対象
・事業所単位（運輸部門は事業者単位）６ガスごと
に算定

国国

集計・公表

報告

＜集計単位＞

・企業

・業種

・都道府県

※請求に応じて
開示

温室効果ガス排出量の算定/報告/公表制度省エネ法によるトップランナー制度

・省エネ法に基づき、家電製品や自動車の省エネルギー基準をトップラン
ナー方式（※）により定めており、製造事業者等に基準を遵守する義務が
課されている。未達成の製造事業者等には、勧告、公表、命令、罰金
（100万円以下）の措置がとられる。

・省エネ法に基づき、家電製品や自動車の省エネルギー基準をトップラン
ナー方式（※）により定めており、製造事業者等に基準を遵守する義務が
課されている。未達成の製造事業者等には、勧告、公表、命令、罰金
（100万円以下）の措置がとられる。

制度の概要制度の概要

※※トップラントップラン
ナー方式とはナー方式とは

それぞれの機器それぞれの機器
において現在商において現在商
品化されている品化されている
製品のうち最も製品のうち最も
優れている機器優れている機器
の性能以上にすの性能以上にす
るという考え方るという考え方

普及・啓発制度

・京都議定書に基づく温室効果ガス排出「－６％」を実現するため、2005
年４月に発足した地球温暖化防止のための大規模国民運動。チームリー
ダーは総理大臣、サブリーダーが環境大臣。

・「ＣＯＯＬ ＢＩＺ」「ＷＡＲＭ ＢＩＺ」「ハロー！環境技術」など、一人一人の日
常生活での温暖化防止活動を呼びかけている。

・京都議定書に基づく温室効果ガス排出「－６％」を実現するため、2005
年４月に発足した地球温暖化防止のための大規模国民運動。チームリー
ダーは総理大臣、サブリーダーが環境大臣。

・「ＣＯＯＬ ＢＩＺ」「ＷＡＲＭ ＢＩＺ」「ハロー！環境技術」など、一人一人の日
常生活での温暖化防止活動を呼びかけている。

チーム・マイナス６％チーム・マイナス６％

日本が誇る制度の具体例

家電製品の効率改善家電製品の効率改善

行政機関による取組

①全国センター：温対法に基づき、地球温暖化対策に関する普及啓発
を行うこと等を目的として環境大臣が設置。
②都道府県センター：温対法に基づき、都道府県知事が設置。
③推進員：温対法に基づき、温暖化対策の知見を有し普及啓発等の経
験に富む者が、都道府県知事の委嘱により住民への啓発や助言等を行う。

①全国センター：温対法に基づき、地球温暖化対策に関する普及啓発
を行うこと等を目的として環境大臣が設置。
②都道府県センター：温対法に基づき、都道府県知事が設置。
③推進員：温対法に基づき、温暖化対策の知見を有し普及啓発等の経
験に富む者が、都道府県知事の委嘱により住民への啓発や助言等を行う。

（全国・都道府県）地球温暖化防止活動推進センター
地球温暖化防止活動推進員

（全国・都道府県）地球温暖化防止活動推進センター
地球温暖化防止活動推進員

・温対法に基づき、国・都道府県・市町村が、それぞ
れの事務・事業に伴い排出される温室効果ガスに
ついて自らが率先して削減努力を行う計画を策定

・温対法に基づき、国・都道府県・市町村が、それぞ
れの事務・事業に伴い排出される温室効果ガスに
ついて自らが率先して削減努力を行う計画を策定

国・都道府県・市町村の実行計画国・都道府県・市町村の実行計画

複層ガラス

太陽光発電

・温対法に基づき、地方公共団体が、その区域の自然的社会的
条件に応じて、温室効果ガスの排出の削減等のための総合的か
つ計画的な施策を策定

・温対法に基づき、地方公共団体が、その区域の自然的社会的
条件に応じて、温室効果ガスの排出の削減等のための総合的か
つ計画的な施策を策定

地球温暖化対策地域推進計画地球温暖化対策地域推進計画

ブラウン管
テレビ

42%

55%

（1997年度→2006年度）

（1998年度→2006年度）

②美しい星へのいざない「Invitation to 『Cool Earth 50』」（その８）
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低炭素社会の近未来イメージ

＜森林との共生＞
●吸収源機能向上
●木材生産とバイオ

エネ供給

＜自然の教育効果＞
●自然保全・教育

●適切な人口密度（コンパクトシティ）、移動距
離の短縮・公共交通機関の利用増加

●地産地消、地域ブランドなどによる一次産業
の活性化

●高度道路交通システム、エコドライブ
●高効率鉄道・飛行機・船舶の利用
●バイオ燃料や水素等の低炭素エネ利用促進
●高効率燃料電池自動車、電気自動車の普及

●ビルエネルギーマネジ
メントシステム

●省エネ建築物
●ITの進展（ペーパーレ

ス）
●リサイクル進展

●残渣系バイオ燃料利用
●太陽熱温水器
●太陽光発電
●天然ガス燃料転換
●原子力発電の推進
●石炭利用のクリーン化

●太陽光発電
●太陽熱温水器
●屋上緑化

●高効率ボイラ
●工場で発生した余剰熱のカ

スケード利用、民生で再利用
●炭素隔離貯留の有効利用

自然と共生できる暮し

低炭素な交通システム

低炭素なまちづくり

低炭素エネルギーの活用

低炭素ビジネスの展開

低炭素生産システム

低炭素な国土・自然・交通 低炭素な産業・業務 低炭素な住宅・家庭

A社 B社

公民館～小学校レベルで地域に分布し，
図書館のように誰でも利用可能なオフィス

ASP

ホーム
オフィス

モバイル

個人情報発信
人のスキル・人脈検索

BLOG, SNS, KnowWho

大容量ネットワーク
（ ×102GB ～）

“どこでも”オフィス

サテライトオフィス

IDC (データベース、各種サーバ等)

A社 B社

公民館～小学校レベルで地域に分布し，
図書館のように誰でも利用可能なオフィス

ASP

ホーム
オフィス

モバイル

個人情報発信
人のスキル・人脈検索

BLOG, SNS, KnowWho

大容量ネットワーク
（ ×102GB ～）

“どこでも”オフィス

サテライトオフィス

IDC (データベース、各種サーバ等)

低炭素オフィス 意識改革＝
ライフスタイルの転換

●エコライフの実践
●環境負荷表示システム(家電･自動車

標準装備)

＜新産業発展像＞
●エコビジネス教育
●低炭素技術開発による国際競争力の強化
●途上国への戦略的な環境技術移転
＜ワークスタイル＞
●SOHO（在宅勤務）などの推進

【ヒートポンプ給湯器】

【SOHOの例】

【情報用紙の国内生産量の
実績推移(90～02年) 及び
予測推移】

太陽光の活用
木くずだきボイラー

省エネ機器と高断
熱住宅の大幅普及

●高効率照明
【白熱電球→蛍光ランプ、

HIDランプ、LED等】

●高断熱住宅
●超高効率エアコン
●待機電力削減
●ヒートポンプ給湯
●燃料電池コジェネ

②美しい星へのいざない「Invitation to 『Cool Earth 50』」（その９）
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低炭素社会の２０５０年のイメージ

炉
心

太陽光社会
太陽光等のエネルギーの導入
が進展した社会

水素の利用が大幅に進展した社会水素社会

薄膜ｼﾘｺﾝ太陽電池

固体高分子形燃料電池を利用し
た燃料電池自動車

水素の輸送・貯蔵技術

燃料電池車の大幅普及により、世
界の排出量の２割を占める自動車
からの排出をゼロに。

燃料電池自動車の水素車載量を
現行3 ㎏から7㎏に引き上げれば、
現行自動車並の走行距離に。

フィルム型太陽電池

発電効率を、現在の15%～20%
から、40%超へと飛躍的に向上。
コストも火力発電並に低減。

新材料の活用による高効率かつ
低コストな太陽電池

自由に折り曲げることができ、場
所を選ばずに設置可能。

光触媒による太陽光を利用した
水素製造

蓄電池の大容量化や低コスト化
技術

家庭の熱電需要を水素で賄うた
めの燃料電池

ｽﾀｯｸ

空気

水素

電解質膜

固体高分子形燃料電池

白金を代替する
材料で低ｺｽﾄ化

ゼロ・エミッション 超高効率省エネ
二酸化炭素を排出しないエネ
ルギー源の利用が進んだ社会

徹底的な効率利用やクリーンな生産シ
ステムの導入や、家庭、ｵﾌｨｽにおける
ｴﾈﾙｷﾞｰの高度利用が進展した社会

送電網

CO2貯留

CO2注入井

コークスの一部代替に水素を還
元材として用いた製鉄技術

熱を温度の高い方から順に有効
活用したり、副生物を材料として
徹底的に活用する生産技術

高効率半導体等の次世代型省
エネデバイス

電力ロスの無い超電導送電

水素活用製鉄技術

ＩＥＡの試算によれば、2050年の
削減ｼﾅﾘｵにおいて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ
技術の普及は、世界全体の排
出量の約２５％を削減可能。

革新的ゼロ･エミッション石炭火
力発電

次世代軽水炉、中小型炉、高温
ガス炉、高速増殖炉(FBR)ｻｲｸﾙ

ゼロ・エミッションの原子力発電
を大幅に拡大。

世界の排出量の３割を占める石
炭火力発電からの排出をゼロに。

ゼロ・エミッション石炭火力発電
中小型炉

６ｍ

18ｍ

米国FutureGen

蒸
気
発
生
器

未利用エネルギーの利用効率を
飛躍的に高めたヒートポンプ

コ ー ク ス 炉

コ ー ク ス 副 生 ガ ス

高 炉

水 素 還 元 炉

廃 熱

水 素 鉄 鉱 石
還 元 技 術

水 素 増 幅 技 術

水 素

水 素

②美しい星へのいざない「Invitation to 『Cool Earth 50』」（その１０）
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（出典）米国エネルギー省

①削減義務を負う附属書Ⅰ国（除米豪）が世界の
総排出量に占める割合は、1990年の45％から
2010年には31％に低下。

②削減義務を負わない国の排出量が急増するこ
とで、総排出量は約４割増加。

③削減義務を負うすべての国（1990年で総排出
量の45%を占める）が京都議定書を遵守（全体
で5%削減）したとしても、削減量は1990年の総
排出量の２％程度。

（出典）ＩＥＡ Emission From Fuel Combustion 2006

世界のエネルギー起源
二酸化炭素排出量（２００４年）

京都議定書による削減効果

（出典）米国エネルギー省

IEA                    RITE                     RITE
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19%

20%

51%

25%

24%

47%

23%

30%

30%

25%

45%

世界全体のＣＯ２排出量と今後の予測世界全体のＣＯ世界全体のＣＯ２２排出量と今後の予測排出量と今後の予測

その他途上国
23%

韓国
2%

インド
4%

中国
18%

豪州
1%

米国
22%

削減義務のある
他の先進国

9%

フランス
1%

英国
2%

イタリア
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日本
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30%

23%
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②美しい星へのいざない「Invitation to 『Cool Earth 50』」（その１１）
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エネルギー効率の国際比較エネルギー効率の国際比較エネルギー効率の国際比較
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一次エネルギー供給量（石油換算トン）/ＧＤＰ（千米ドル）を日本を１として計算
出典：IEA Energy Balances of OECD Countries 2003-2004 等

（日本＝１）

（日本＝１）

一次エネルギー供給量（石油換算トン）/人口（人）を日本を１として計算
出典：IEA Energy Balances of OECD Countries 2003-2004 等

0.1
0.3

0.9 0.9 1.0 1.0 1.1 1.1 1.1
1.4

1.9 2.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

インド
中

国
EU27

英
国

日
本

ドイツ

フラン
ス 韓

国
ロシ

ア
豪

州
米

国
カナ

ダ

一人当たり一次エネルギー供給量
（２００４年）

ＧＤＰ単位当たり一次エネルギー供給量
（２００４年）

②美しい星へのいざない「Invitation to 『Cool Earth 50』」（その１２）
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ＣＯ２排出量の国際比較ＣＯ２排出量の国際比較ＣＯ２排出量の国際比較

ＧＤＰ単位当たりＣＯ２排出量
（２００４年）

一人当たりＣＯ２排出量
（２００４年）

ＣＯ２排出量（KgCO2トン）/ＧＤＰ（米ドル）を日本を１として計算
出典：IEA Emission from Fuel Combustion 2003-2004 等

（日本＝１） （日本＝１）

ＣＯ２排出量（KgCO2トン）/人口（人）を日本を１として計算
出典：IEA Emission from Fuel Combustion 2003-2004 等
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